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要　　　　　旨

　2019年５月に改正女性活躍推進法が成立した。同法
には、①女性労働者に対する職業生活に関する機会の
提供、②職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環
境の整備という２つの目的がある。①と②に関わる数
値目標を伴ういくつもの項目が設定されている。301
人以上を常用雇用する事業主は、それぞれの目的ごと
に、少なくとも１つの項目を選んで数値目標を設定し
て、都道府県労働局まで届け出ることが必要になっ
た。さらに、女性の活躍状況に関する情報公開につい
ても、２つの目的ごとに設定された複数の項目からそ
れぞれ１項目以上を選択し、情報公開することが必要
となった。この改正内容をもたらした主な要因は、以
下の点にあると解釈しうる。女性活躍推進法の内容の
拡充を支持する安倍政権の下、厚労省関係者が労使の
意見のとりまとめに努め、公益代表委員が労使の代表
者にとって受け入れ可能なアイデアを提示するととも
に、労使の代表者が妥協したことである。
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１　は　じ　め　に

　本稿の目的は、2019年５月に成立した改正女性活躍
推進法に関わる政策形成過程に関して、若干の検討を
行うことである。
　拙稿ではすでに以下のことを指摘した。女性活躍推
進法の主要な改正内容の一つとして、一般事業主行動
計画の策定等の義務を負う対象が、301人以上の常用
労働者を雇う事業主から101人以上を雇う事業主へと

拡大された。この変更点は、政府関係者の主導の下、
労使の代表者の妥協と合意形成を伴う政策形成過程を
通じて準備されたと解釈しうる１）。
　ただし、女性活躍推進法の主要な改正内容として、
次の点も挙げられる。改正以前において、301人以上
を常用雇用する事業主は、以下のような義務を負って
いた。すなわち、一般事業主行動計画を策定する際
に、女性の職業生活に関わるいくつもの項目の中から
少なくとも１つの項目を選択し、数値目標を定める必
要がある。また、女性の活躍状況に関する情報公表に
ついても、少なくとも１項目選択して情報公表する必
要があった。これに対して、改正女性活躍推進法に
は、①女性労働者に対する職業生活に関する機会の提
供、②職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境
の整備という２つの目的がある。①と②に関わる数値
目標を伴ういくつもの項目が設定されている。301人
以上を常用雇用する事業主は、それぞれの目的ごと
に、少なくとも１つの項目を選んで数値目標を設定し
て、都道府県労働局まで一般事業主行動計画を届け出
ることが必要になった。さらに、女性の活躍状況に関
する情報公開についても、２つの目的ごとに設定され
た複数の項目からそれぞれ１項目以上を選択し、情報
公開することが必要となった。
　この改正内容は、大企業の企業行動や、そこで働く
女性労働者の職業生活及び家庭生活のあり方に一定の
影響をもたらしうる。
　本稿は、上記のような改正内容をもたらした要因に
ついて検討する。その際、政策形成の場となった労働
政策審議会（労政審）の雇用環境・均等分科会におけ
る政府関係者、使用者側の代表者（使用者代表）、労
働組合の代表者（労働者代表）、公益代表の各専門家
の言説を主な対象とする。具体的に検討の対象とする
のは、女性活躍推進法の改正内容が議題とされた第４
回、第５回、第７回、第９回、第11回、第12回、第13
回、第14回の議事録である。
　なお、公開を原則とする労政審の議事録には、水面
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下も含めた政策形成過程をめぐる関係者の全てのやり
とりが含まれているとは必ずしも言い切れない面があ
る。この点を踏まえつつ、本稿は、政策形成における
重要な争点に関して影響を与えようとする政府関係
者、使用者側の代表者、労働組合の代表者、公益代表
の各専門家の立場を反映した言説が労政審の議事録に
おいて含まれているという前提に立つ。

２　男女間賃金格差の情報公表をめぐる労使の 
意見の隔たり

　安倍政権の下、2018年６月15日に開催された日本経
済再生本部の第28回会合では、配布資料である「未来
投資戦略2018」（案）において以下の点が記された。

「女性活躍推進法について、附則に基づく『施行後３
年の見直し』に着手し、本年度中に結論を得る。見直
しにおいては、管理職への女性の登用、多様で柔軟な
働き方の導入、仕事と生活との両立やキャリア形成へ
の支援等について、数値目標や情報開示の拡大、取組
状況に応じた企業へのインセンティブの充実等につい
て検討する」２）。ここには、一般事業主行動計画に盛
り込む数値目標や情報公表項目の拡大を含めて、政府
によって従来の女性活躍推進法の内容を充実させる方
向性が示されていたといえる。
　その後、2018年８月27日に開催された労政審の雇用
環境・均等分科会の第４回会合では、「未来投資戦略
2018」等を受けて、女性活躍推進法の改正内容を審議
の検討事項とすることが確認された３）。
　第５回から第７回会合にかけては、情報公表の項目
として男女間賃金格差を加えるべきであるとする労働
組合の代表者（労働者代表）と、その公表は必要ない
とする使用者側の代表者の間で、双方の意見が平行線
を辿ることになった。例えば、第５回会合では、労働
者代表委員の一人が次のように指摘している。「現状
を考えると、現在は14個の情報公表項目があります
が、選択肢としては若干少ないのではないかと思いま
す。現在、状況把握項目は25個ありますが、そちらに
ならって情報公表の項目数を増やす必要があると考え
ています」。「男女の賃金の差異については、女性活躍
の取組の結果を測るための総合指標として重要な項目
だと考えていますので、情報公表項目に追加するべき
だと思います」４）。労働者代表委員の意見に対し、使
用者代表委員の一人が、第7回会合において以下のよ
うに、男女間賃金格差の公表について社内でも公表し
ていないことなどを理由として、反対する旨を述べて
いる。「数字の独り歩きを非常に懸念しています。も
ともとこの情報公表自体は、求職者の職業選択に資す
るための情報を出すということなので、それを念頭に

企業がこの項目を出すということになっているスキー
ムだと思います。先ほど、状況把握をしている項目に
ついては、もともと数字を持っているのだから公表で
きるのではないかという御意見もありましたが、状況
把握自体は、あくまでも自社の取組を進めるために行
っているものであって、把握した項目の中には、自社
の従業員にも明らかにしていない情報が多々ありま
す。把握できた項目なので、公表できるはずだという
単純なものではないということを御理解いただければ
と思います。また、社内でも明らかにしないような人
事情報が、外部に出ていくのも非常に違和感を持って
おりまして、そういう意味では状況把握をする項目
と、情報公表する項目は、きちんと区別をしておくべ
きではないかと思っております」。そして、「労側委員
が男女と単に分けた差異を言われているのであれば、
それを出して分析できるわけでもありませんので、」

「必要ないのではないかと思っています」５）。
　こうした労使の代表者の意見に示されるように、男
女間の賃金の差異（格差）を情報公表することをめぐ
る双方の意見の溝は大きかった。それゆえ、男女間賃
金格差の情報公表の是非について結論を出すことは、
結果的に棚上げされることになった。そして、労使の
代表者を含めた合意形成が可能な項目が模索されてい
くことになる。その際、労政審での議論を主導するこ
とになったのは、以下で見るように、厚労省の関係
者、公益代表として審議に参加している専門家であっ
た。

３　厚労省関係者・公益代表委員を中心とした 
合意形成

　第９回会合では、厚労省の雇用均等課長が次のよう
に、男女の賃金の差異以外の項目についての情報公表
の促進について検討を促した。「求職者の職業選択に
資するよう、例えば以下の項目等の情報公表を促進す
ることについて、どのように考えるかということで、
例として、管理職への登用や昇進の状況、男女別の配
置の状況、研修等の受講状況、育児休業の取得状況、
労働時間の状況、有給休暇取得状況、復職等の制度の
内容が考えられます」。同時に、目標設定についての
議論も次のように促した。「数値目標設定について、
各企業の状況に応じた自主的な判断を尊重しつつ、よ
り効果的なものになるよう、その設定の在り方を見直
すことについてどのように考えるかという論点です」
６）。
　これを受けて、公益代表委員の一人が、既存の項目
から、女性の職業生活に関する機会の提供、女性の職
業生活と家庭生活の両立支援に関わる項目について、
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企業がそれぞれ一つもしくは二つを選択して情報公表
をすることとしてはどうかと提起を行った。「情報公
表については、求職者の企業の選択に資するという目
的を考え、併せて、実際に情報公表をしている企業は
複数の項目を既に公表していることを踏まえて、これ
までよりも一歩進んだ形の情報公表を検討していただ
ければと思います。その際、特に項目を指定するより
は、企業が自ら取り組みやすいように、選択できる形
の方がよいと思います。情報公表項目の中では、特
に、平均の残業時間とか育休取得率、有給休暇の取得
率への求職者の関心が高いわけですので、そちらのほ
うの情報公表を促すような方策があったほうがよいよ
うに感じております」７）。そして、具体的な「項目に
は、採用であるとか登用、労働者割合というものと、
ワークライフバランス、両立支援関係のものがあるの
で、それぞれの括りの中から１つずつか２つずつ、項
目を選んで公表していただくという方策は考えられま
す」８）。
　公益代表委員のアイデアを情報公表さらに行動計画
の策定に生かす形で議論をまとめていくために、第11
回会合では、たたき台の提案を厚労省の雇用機会均等
課長が行った。「行動計画の策定や情報公表の取組に
あたり、この法律の基本原則を踏まえ、『職業生活に
関する機会の提供』と『職業生活と家庭生活の両立』
に資するものとなるよう制度を見直すとともに、企業
のインセンティブを充実させることが必要なのではな
いか」９）。具体的には、「行動計画を策定する際に設
定する数値目標について、各企業の状況に応じた自主
的な判断を尊重しつつ、女性活躍推進法を踏まえた取
組が一層進むよう、複数の項目を設定することとして
はどうか。その際、状況把握項目を次のⅰ）及びⅱ）
に区分し、原則として当該区分ごとに１項目以上選択
して関連する数値目標ごとに１項目以上選択して関連
する数値目標を設定することが考えられるのではない
か」。１つ目は「『職業生活に関する機会の提供』に関
する項目。２つ目は、『職業生活と家庭生活の両立』
に関する項目です」10）。「また、情報公表について、
女性活躍推進法の基本原則を踏まえ、先ほどのⅰ）、
ⅱ）に区分して、当該区分ごとに１項目以上選択して
公表することを義務付けるべきではないか。また、情
報公表項目として、既定の定量的な項目に加え、人材
育成や両立支援等に関する『法定を上回る企業内制
度』の概要も公表できることとしてはどうか」11）。
　厚労省からの提案に対して、使用者代表委員が、行
動計画の策定、情報公表に関わる「職業生活に関わる
機会の提供」と「職業生活と家庭生活の両立」が具体
的にどのような内容となるのかという点について、質
問している。行動計画策定、情報公表に、「それぞれ

『職業生活に関する機会の提供』に関する項目、それ
から『職業生活と家庭生活の両立』に関する項目とあ
りますが、具体的にどういうものを指すか、教えてい
ただきたいと思います」12）。
　厚労省からは、およそ以下のような回答がなされ
た。「継続就業あるいは働き方改革に関するような何
らかの目標を立てていただくというのが職業生活と家
庭生活の両立に関する項目ということになります」。
また、「採用、配置・育成・教育訓練、評価・登用、
それから職場風土・性別役割分担意識、再チャレンジ、
取組の結果を計るための指標、こういったものについ
ては、職業生活に関する機会の提供と分類してはどう
かと考えているところです」13）。この回答の中には、
これまで使用者代表委員が慎重姿勢をとってきた男女
間での賃金の差異の公表義務付けは含まれていなかっ
たといえよう。
　その上で、数値目標をどのようなタイムスパンで立
てるのかについて、使用者代表委員から質問が行われ
た。「数値目標につきまして、今伺ったとおり、まず
２つに分けて、それぞれ考えるということなのです
が、現行の制度でも定量的に目標を立てるということ
になっているかと思います。今回、数値目標を立てる
ときに、行動計画の枠内での数値目標を立てるという
イメージでいるのか、ゴールは先にあって、その上で
取り組むというところのターゲットのところと時期的
に変わっていいのかどうかをお伺いしたいと思いま
す。例えば、管理職のように、ある程度時間を掛けて
行うものに対して２～５年の間で目標設定を立てるの
か、ターゲットを置いた上で取組のところはその数値
目標に向かって進めばいいのか。どのような感じのイ
メージで、この数値目標を立てればいいのでしょう
か」14）。
　厚労省からは、次のような回答がなされた。「計画
の中に、計画期間等と一緒に定めるものですので、そ
の計画中に達成すべき数値目標ということで考えてお
ります」15）。
　使用者側からは、次のように念が押された。「それ
では、最終的な思い切った目標ではなく、その２～５
年でできる範ちゅうの数値目標を立てるというイメー
ジのたたき台の案と理解すればよろしいのでしょう
か」16）。
　厚労省側は以下のように、使用者代表委員の念押し
を実質的に追認した。「長期的な目標をもちろん立て
てはいけないというわけではなく、それはそれとして
立てていただいても結構なのですが、あくまでその計
画で、どういった目標を立てて、それに対してどうい
う取組をやっていくのかということになると思います
ので、そういった計画中の目標というものを立ててい
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ただく必要があると考えております」17）。
　以上のやりとりから、行動計画で設定する数値目標
は、およそ２年から５年というタイムスパンで、企業
が可能と判断できる範囲内で立てられることが確認さ
れたといえよう。
　労働者代表委員からは、情報公表項目を拡充するこ
とへの支持が表明される一方で、既存の項目を２つに
分けることについての懸念、男女の賃金差についても
情報公表するべきという意見が表明された。「職業生
活に関する機会の提供と職業生活と家庭生活の両立、
こちらの情報公表項目からそれぞれ１項目以上選択を
し、公表を義務付けることについては、求職者の選択
に資するものとして重要だと考えております。ただ、
この間も主張させていただいておりますが、現行の情
報公表項目が14項目と少ないために、２つに分けるこ
とは選択肢が少なくなるのではないかという懸念も持
っております。企業の選択肢を広げる観点からも、男
女の賃金の差異などの現状把握にある項目を追加する
べきだと考えております」18）。
　既存の項目を２つに分けることへの懸念に対して、
公益代表委員の一人は、行動計画における目標設定を
念頭に置きつつ、どちらか一方が充実している場合に
は、次のような柔軟な対応が必要であると述べてい
る。「原則としてそれぞれ１項目ずつというのはこの
法の趣旨から言って、よく理解できます。ただ、現状
分析をしたときに、例えば定着も進んでいるし、育児
休業もしっかりいろいろな人が取っている。ただ、女
性の活躍というところで問題が多い。実は、こういう
企業が今非常に多いわけなのですが、そうなったとき
に、両立支援よりも優先的に、この機会の提供のほう
を２つということもあり得ると思うので、それを排除
しないような形にしていただくのがいいかと思いま
す。つまり、それぞれから１項目ずつということを必
ずやらなくてはいけないということになっていくと、
それがまたこの形式に、何か法律がこうなっているか
ら１項目ずつみたいに形式的に流れるのが一番困るの
で、自社の現状に照らして、本当に必要なことを進め
ていくことが重要です」。「要はこの２つの種類がなぜ
ここにあるのかということです。先ほど車の両輪の話
がありましたが、両方が回っていかないと駄目なの
だ、片方だけ回っているところがあるかもしれないの
で、その場合にはもう一方をすすめることがあるかも
しれない。そこを丁寧に御説明いただきたいと思いま
す」19）。
　別の公益代表委員からは、女性活躍推進法の条文を
踏まえて、行動計画における目標設定と女性活躍の状
況に関する情報公表に関して「職業生活に関する機会
の提供」と「職業生活と家庭生活の両立」の２項目を

設定するのは理に適っているのではないかと質問がな
された。公益代表委員によれば、「目標の策定あるい
は情報公表の双方に、『職業生活に関する機会の提供』
と『職業生活と家庭生活の両立』という２つの柱を立
てておられるわけですが、これは条文上の形式的なと
ころで言うと、女活法の基本原則に関する規定とし
て、第２条の中で第１項、第２項という形で書かれて
いるものがベースになって、第１項が職業生活に関わ
る機会の提供、第２項が職業生活と家庭生活の両立と
いうとらえ方になるのかなと思ったのですけれども、
そういう理解でよいかということです」20）。厚労省側
は、公益委員の指摘が妥当であることを認めている。

「御指摘がありましたように、今の女活法の第２条第
１項では機会の提供、第２項では両立の関係が規定さ
れていまして、正に車の両輪でということを基本原則
としていると思いますので、今回のたたき台にある数
値目標あるいは情報公表についても、これを踏まえた
ものと考えています」21）。そうした議論を支持する別
の公益代表委員は、女性活躍推進法の意義として、男
女の人権と経済社会状況といった問題への対応に加え
て、女性の職業生活に関する機会の提供、女性の職業
生活と家庭生活の両立という視点を打ち出しているこ
とを挙げている。「女性活躍推進法については制定時
から議論に参加させていただいているのですけれど
も、またこの間、女性労働の状況を見ておりまして、
この法律の意義、重要な視点は２つあると思っていま
す。１つは、第１条の法の目的です。男女の人権問
題、これまで均等法をはじめとして様々なところで取
り組んできた点を踏まえた上で、後半に少子高齢化の
進展と国民の需要の多様化その他と続き、豊かで活力
ある社会の実現と書かれているところです。経済の視
点が入ったと言えますが、日本の経済、社会全体から
みた女性活躍の必要性が認識されているところが、ま
ずは重要な視点だと考えています」。「もう一つは女性
活躍、女性労働を進めていくに当たっては、先ほどか
ら言われている職業生活と家庭生活の両立に関するこ
とと、職業生活に関する機会の提供、この両方が重要
だということです。制定に当たっても、継続就業しや
すくする両立支援と、キャリア支援、活躍支援の両方
が必要で、その両方がそろって初めて実質的な女性活
躍が推進できるのではないかと議論したところです。
その意味で今回、数値目標、情報公表項目について二
本立てにして、このことを明示的に進めていこうとい
うことは、良い方向だと考えております」22）。
　公益代表委員は、女性活躍推進法の内容に照らし
て、一般事業主行動計画の数値目標及び女性活躍に関
する情報公表において、職業生活と家庭生活の両立に
関することと、職業生活に関する機会の提供という区
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分から１項目以上選択することに、正当性を付与した
といえよう。

４　厚労省関係者による意見の取りまとめ

　第11回会合までの議論をまとめる形で、第12回会合
では、「女性の職業生活における活躍の推進と職場の
ハラスメント防止対策の在り方についての報告書案」
が厚労省の雇用機会均等課長によって提案された。そ
の際、次のような指摘がなされた。「女活法の基本原
則として、単に登用を進めたり、職業生活に関する機
会の提供だけでなくて、職業生活と家庭生活の両立に
資するようなものということで、その２つの両輪で進
めていくべきだということが、法律の理念で述べられ
ております。それに基づいて制度を見直すとともに、
企業に対するインセンティブを充実させることが適当
である」。「数値目標の設定ですが、各企業の状況に応
じた自主的な判断を尊重しつつ、先ほど申し上げたよ
うな女活法の基本原則に沿った取組がより一層進むよ
うに、複数の項目を設定することが適当であると。そ
の際には、原則として次の２つの項目ごとに区分し、
１項目以上選択して、バランス良く設定することが適
当ではないかということで、１つ目は職業生活に関す
る機会の提供に関する項目、いわゆる採用や登用に関
する項目です。２つ目が、職業生活と家庭生活の両立
に関する項目です。なお、原則としているのは、中に
はこのいずれかの取組が非常に進んでいる企業という
のも当然あると思いますので、そういった企業につい
ては、進んでいない項目のほうに複数の目標を立てて
いただいて、取組を一層進めていただければというこ
とです」23）。「情報公表項目について、先ほどの数値
目標と同じように、２つのグループに分類して、それ
ぞれの区分ごとに１項目以上公表することで、バラン
ス良く公表していくことが適当であるということで
す」24）。
　なお、数値目標と情報公表に関する項目の拡充の対
象は大企業とすることを検討していることが付言され
た。「数値目標の立て方、あるいは情報公表について
も、今よりは一歩進めるといいますか、より厳しい内
容になるということもあります。いきなり中小企業の
ほうにそこまで求めるかということもありますので、
例えばですが、まず大企業に義務づけられているよう
なことを、今回、拡大するところについては、やって
いただくなどの配慮ということも検討していきたいと
考えております」25）。
　第12回会合を受けて、第13回会合では報告文、厚労
相への建議が承認された。そのことを踏まえて、第14
回会合では、「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律等の一部を改正する法律案要綱」が承認さ
れることになった。その過程で、厚労省の雇用機会均
等課長は次のように、法律案要綱における情報公表に
関わる点について述べている。「300人を超える常用労
働者を雇用する事業主については、次に掲げる情報を
定期的に公表しなければならないということで、（一）
は女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供に
関する実績、（二）は職業生活と家庭生活との両立に
資する雇用環境の整備に関する実績でございます」
26）。
　厚労省側の報告に対して、労側者代表委員の一人か
ら、次のように、一般事業主行動計画における数値目
標設定に関する質問が行われた。「女性活躍推進法の
数値目標の設定について確認させていただきたいと思
います。建議の中身で、お配りいただいた参考資料１
の３ページ目のマル３で数値目標の設定について書か
れております。２行目以降に複数の項目を設定するこ
とが適当であるという文言もございますし、次の４ペ
ージ目の１行目、２行目にも中小企業の配慮すること
が適当であるという文言がありますけれども、今回の
この法律要綱案にはこちらの建議における数値目標の
設定についての記載がない状況なのですが、そちらに
ついてはどこで規定されるのかを確認させていただき
たいと思います」27）。
　この質問に対して、厚労相の雇用機会均等課長は、

「建議を受けた形で、今後法律が通った後の施行の関
係の審議の中でそれを踏まえて検討いたしまして、省
令の改正の中で加えていくこと」28）として、省令改
正を通じて対応する旨、回答した。
　その後、国会で改正女性活躍推進法が成立し、省令
改正がなされた。

５　お　わ　り　に

　本稿の目的に関わって、労政審の雇用環境・均等分
科会における審議の内容と過程を踏まえれば、以下の
点を指摘しうる。
　第一に、厚労省関係者の意向である。厚労省関係者
は、女性活躍推進法の内容を拡充する方向で改正する
ことを目指した安倍政権の下、男女間賃金格差の公表
をめぐる労使の意見対立を回避する形で、意見のとり
まとめを主導した。
　第二に、公益代表委員である専門家が、政労使の代
表者にとって合意可能なアイデアを提言し、合意形成
に努めたことである。公益代表委員は、情報公表にお
いて、①女性労働者に対する職業生活に関する機会の
提供、②職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環
境の整備という①と②の区分から、それぞれ１項目以
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上選択するというアイデアを提示した。また、女性活
躍推進法の内容に照らして、一般事業主行動計画の数
値目標及び女性活躍の状況に関する情報公表におい
て、①と②の区分から１項目以上選択することに正当
性を付与した。
　第三に、労働者代表委員が、男女間賃金格差につい
て情報公表すべきだという意見を表明し続けたもの
の、公益代表委員や厚労省関係者の打ち出した情報公
表項目及び数値目標項目の拡充のあり方を支持したこ
とである。
　第四に、使用者代表委員が、男女間賃金格差の公表
を回避した上での情報公表項目の増加と、およそ２年
から５年程度のタイムスパンで企業が対応可能な数値
目標の増加を受け入れたことである。
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